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Abstract 

In this report the possibility of floating offshore airport is investigated from the technical 

pomts of view. 

In the first step, we created at the located area and the investigative model of floating offshore 

airport. 

In the next step, we surveyed the following item; 

① determination of enviromental condition involving unsteady forces or combination of the ex-

citing forces, 

② establishment of exciting forces acting on the floating body by the model tests or theory, 

R estimation of mooring forces and behaviour of moored and floating body by the model tests 

or theory, 

④ study on the structure of floating offshore airport involving the strength of structure, 

⑤ study on the mooring installations, 

⑥ prediction of mooring forces and behaviour of floating offshore airport of full-scale, and 

① synthetic study of floating offshore airport. 

In conclusion, it was found that the construction of floating offshore airport is feasible by 

the present techniques. 
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第 1章調査研究の概要

1.1 緒 言

海上空港を建設するエ法としては，浮式体，棧橋式，

埋立式及び干拓式等が考えられる。その中で海洋に浮

ぶ空港，すなわち浮体工法による海上空港は，近い将

来において海洋空間等の有効利用として極めて有望視

されるものである。

浮体工法による海上空港の建設に係わる評価のため

の技術的な調査研究は，連輸省航空｝91)の依頼に基づい

て昭和 52年度及び昭和 53年度の 2ケ年間にわたり行

われた。そのうちの浮体関係を船舶技術研究所（一部

を日本造船研究協会に依顔した）が，係留関係を港灼

技術研究所が担当した。

この調査研究は，実際に建設することをH的にした

実施設計のためのものではなく，航空審議会の技術部

会が海上空港の建設工法を比較検討するために必要な

資料を提供するため，浮体式海上空港の建設の可能

性，安全性及び経済性等について基礎的な技術的検叶

を実施したものである。

今後，浮体式海上空港または海洋空間等の有効利用

のために供する超大型の海洋構造物等を，；i画及び設叶

する際には，本調査研究の手法や資料等が極めてh打j

に活用できるものである。特に自然環境条件の設定，

浮体に働く外力の推定法並びに係留浮体の挙動及び係

留力の予測法等に関しては，現在の造船界においてこ

れまで沿積されてきた実績及び技術等を駆使してまと

めているため，今後の海洋開発関連の技術開発を行な

うために貴重な資料として大いに役立つものであると

いえる。

そこで，先に当所でとりまとめた浮体式海上空港建

設に係わる評価のための技術調査研究恨告替が全体で

4冊，約 900頁におよぶものを，全体の技術的調査餅

究の手法や内容が刊りやすいように取捨選択して抜粋

し，再編集して紹介することとした。

1.2 調査研究の目的

浮体式海上空港建設に係わる評価のための技術調査

研究の目的は，浮体式海上空港を建設することの可能

性について（浮体式海上空港の）浮体本体と係留装置

等の構造様式，浮体に働く外力，係留浮体の挙動及び

施工法等に関して現在の技術的手法や知見を駆使して

(2) 

模型実験及び数値計算等を行い，技術的な見地から検

討を行なうことである。

1.3 調査研究の前提条件

浮体式海上空港の設置予定場所は，航空審議会の答

申によって，図 1.1に示すように大阪湾の南東部の泉

洲沖合約 5kmの海上であると定められている。

北

,L 

図 1.1 浮体式海上空港の設置予定地点

浮体式海上空港の基本構成は，図 1.2に示すように

沿岸地先の峠上施設，連絡橋並びに海上施設としての

主滑走路用浮体及び補助滑走路用浮体から成り立って

いる。そして，主滑走路用浮体には付属施設があり，

主滑走路川浮体と補助滑走路用浮体とはV字型に配置

され，連結されている。

1.4 浮体式海上空港の検討用モデル

本調査研究に用いた浮体式海上空港の検討用モデル

は，その規模が航空審議会の答申に基づき昭和 65年

度の航空需要に見合う規模であり，その方式は，社団

法人日本造船工業会の提案している海上空港案に沿っ

て，ターミナル分離方式とした。

1.4.1 陸上施設

陸上施設は，沿岸地先を埋立てた長さ 3.200m,幅

900mの敷地内に主要ターミナル施設，メインテナン

ス施設，駐車場及び社会文化施設等を設けるものであ

る。

1.4.2 連絡橋

連絡橋は，主滑走路用浮体が陸地から約 5km沖合

に設置されるため，陸上施設との間を棧橋式で連結す
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図 1.2 浮体式海上空港の全体配置図
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るためのものである。

1.4.3 主滑走路用浮体

主滑走路用浮体の甲板面積は，長さ 5,000m,幅 840

m である。その甲板上には，長さ 4,000m,幅 60m

の主滑走路 1本と， 60機分の旅客及び貨物用スポッ

ト， 32機分のナイトスティエプロン， ラインメンテ

ナ‘ノス地域，管制塔，消火・救雅設備，誘導路，緑地

常並びに空港施設等を設けると共にアクセス用の新交

通システムを備えることとする。

1.4.4 補助滑走路用浮体

補助滑走路用浮体の甲板面積は，長さ 4,000m,幅

410mである。その甲板には，長さ 3,200m,幅 60m

の横風用滑走路 1本と誘導路及び緑地帯を備えること

とする。

なお，主滑走路用浮体は海岸線に平行であり，補助

滑走路用浮体は主滑走跨用浮体と 40° の角をなす位置

に設置し，その間を航空機連絡用浮体で連結させる。

1.4.5 検討用モデルの構造様式

本調査研究に用いた検討用モデルは，想定する実

機から付属施設等を除外して主滑走路用浮体を長さ

5,000m,幅 840mの単純な矩形型浮体とし，補助滑

走路用浮体も同様に長さ 4,000m,幅 410mの矩形

型浮体とした。

両浮体の構造様式は，詳細を第 5咲に述べるように

種々の型式について比較検討した結果，滑走路部とな

る上部構造物を要素浮体群で海面上に持ち上げる要素

浮体支持型とした。そして，上部構造物の様式は，内

部の空間を新交通システムとして用いることができる

ょうにダプルデッキのトラス構造とし，その高さを

10.0mとした。また，要素浮体の形状は，航空機の

移動や離沿陸等の荷屯並びに熱応力による変形等の面

で有利な円筒型のものと，波浪による動揺や上部構造

物の弾性変形等の軽減等を図ることを目的にして波周

期が 7秒の時に波から上下方向の力を受けないように

寸法を決めたフーテング型のものとである。

なお，上部構造物の滑走路部の水面上の高さ (Free-

board)は 15.0m とし，上部構造物下面の高さ (Air

gap)は 5.0m とした。そして，円筒型及びフーティ

ング型要素浮体は， 15.0m間隔で上部構造物に取付け

られ，その数は主滑走路用浮体で 333X 56甚，補助滑

走路用浮体で 267X 28基である。また，使用材は，種

々検討した結果，上部構造物を鋼製とし，要素浮体を

鋼製またはコンクリート製にした場合について検討し

た。

(4) 

浮体式海上空港の建造方式は，分割建造方式を採用

し，建造ユニットの大きさは現有の建造ドック寸法及

びエ期等について検討して主滑走路用浮体を 300mx

60m,補助滑走路用浮体を 240mx45mとした。

1.4.6 検討用モデルの係留装置

浮体式海上空港を位置保持させる係留装置として

は，詳細について第 6章において述べるように常用係

留装置及びバックアップ係留装置について検討した。

常用係留装置は，ゴム防舷材を緩衝装置としたソフ

ト型の係留特性を有するドルフィンリンク方式を採用

し， ドルフィンを斜ぐい式とした。そして， ドルフィ

ンの甚数は，主滑走路用浮体が長辺 22甚，短辺 15基

をL字型に配償し，補助滑走路用浮体が長辺 17基，

短辺 7埜を椛置した。なお， ドルフィン 1墓当りのカ

量は 3,000tとした。また， ドルフィン 1甚には， 2 

組のリンク機構を取付け，ゴム防舷材を各リンク機構

に8ケ坂付ける。そして，ゴム防舷材は浮体の変位に

対して常に庄縮のみに使用することにした。

なお，バックアップ係留装置は，シンカー索・鎖方

式を採用することとした。

1.4.7 検討用モデルの主要目

実際の浮体式海上空港では上部施設帯の配置，舗装

の厚さ等によって単位面積当りの煎量分布は一様でな

いために取り付け場所によって要素浮体の主要寸法等

を変えて上部構造物の乾舷を一様にする必要がある。

しかしながら，検討用モデルにおいては，流体力学的

な販り扱いを簡便にするため，上部構造物の構造様式

及び荷屯分布等を一様なものとすると共にすべての要

素浮体の形状及び主要寸法等も同一であるとした。

そして，本調査研究に用いた検討用モデルに関して

排水他，復原力，屯心，浮心及び固有周期等を概略推

尊した結果並びに検討用モデルの主要目等を総括して

表 l.1に示す。なお，表中の縦揺れ及び横揺れの固有

周期が上下揺れの固有周期と同じ値になっているが，

その理巾は，浮体が超大型であるために縦揺れ及び横

揺れが要素浮体から見ると上下揺れと見なせるためで

ある。

1.5 検討用モデルに対する技術的調査研究の

概要

まず，既存貸料及び現地調査の結果等を十分検討し

て本調査研究に用いる気象・海象等の自然環境条件を

設定した。そして，本調査研究の前提条件及び設定し

た自然環境条件等に甚づいて浮体の上部構造物の構造
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表 1.1 浮体式海上空港の調査研究における検討用モデルの主要目等

主要目 主滑走路用浮体 補助滑走路用浮体

上部構造物の長さ。幅 (m) 5,000 X K,四 ん9(X)()X/1-/0 

上部構造物の混さ (m) /0 /0 

要素浮体の本数 （基） 333 X 必 ＝ ／g，んな 必7X :JK= 7,l,Q6 

要素浮体の喫水 (m) 6..s I.,.s 

要素浮体の／甚当 bの排水量 (t) 少6.ん 少 6.仏

全体浮体の全排水量 (t) l./-,7KI x /0 
5 

I,9/7 X /0 5 

建造ユニットの長さ・幅 (m) 300 X ん？ .2'//.(). X 1/,.夕

重心の高さ ： 冠 (m) IS.'I- /5.仏

要素浮体の形状 円筒型 フーテイング型 円筒型 フーテイング型
ニ＝

浮心の高さ： KB (m) 3..25 .2.66 3．少 .2．66 

毎センチ当りの排水量 (t/cm) 7,3.S-1, fl.,0.59 .2，丸ダ I,6.:0 

縦方向の BMy (m) 3/？ふ73 /76,5/5 .205，ム3g /／3,1/-7g 

横方向の BMェ (m) ?,(JJl.3 仏，労0 .2,W /，必

縦方向の GMy (m) 3/9,gf:,/ /76,50.2 ュ5，ム泌 //3，仏絡

横方向の GMx (m) 9,031 J/.,？7g 2，勾 /，認

毎センチトリムモーメント (t•四／cm) 3,OS9X/O 5 ／必ぶ籾05 究ぷ／が 坪 03
I 

毎センチトリムモーメント (t,叩cm) 5/1./-X/O 3 盛 3X/05 /0凶 03 5籾 05 

自由浮体としての 上下揺れ 5.？ g.7 5.9 K.7 

動揺の概略固有周期 縦揺れ 約 59 約 K.7 約 S.9 約 g.7

j (sec) 横揺れ 約 5.9 約 g.7 約 5.9 約 K.7

係留浮体としての 前後揺れ IK.O /6.g 

動揺の概略固有周期 左右揺れ ／JI..9 /0.K 

(Se C) 船首揺れ /1/-,3 9.s 

様式，平面形状，断面形状，材料，部材寸法及び屯鼠

等，要素浮体の構造様式，形状，材料，排水鼠及び屯

悶等，並びに係留装置の形式，構造様式及びドルフィ

ソの配置等の基本計画を行って本調査研究に用いる検

討用モデルを設定した。

それと平行して波浪，風及び流れ等によって検討用

モデルに働く外力の推定手法を既存資料及び風洞実験

や水槽実験等によって改良並びに検証し，外力の推定

手法を確立すると共に検討用モデルに働く外力を推定

した。

つぎに，設定された『）然環境条件下における検討用

モデルの動揺応答及び係留装置に働く力等の推定手法

を既存資料及び各種水槽実験等に基づいて改良及び検

証して，検註用モデルの動揺応答贔及び係留装置に働

く力を予測した。

また，設定した自然環境条件並びに温度差，航空機

の移動による荷屯変化及び航空機の離着陸等によって

加わる外力に対する検討用モデルの構造解析を行い，

浮体の変形，燒み及び強度等を概算し，構造強度上の

安全性等を検討した。その他，係留装置の構造強度及

び安全性を検討した。

最後に，空港使用状態の通常時の自然環境条件堕び

に安全性を検けする 100年台風来製や津波来飩状態等

の界常時の条件下における海上空港の動揺鼠及び係留

力を推算した。そして，動揺，構造及び係留等の面か

ら紛合的な検討を加えて浮体式海上空港の空港機能及

び安全性を確忍した。同時に，浮体式海上空港の施工

法，工期，維持・補修並びに費用等についての検討を

加えた。

その結果，浮体式海上空港の可能性，安全性及び経

済性等に関して技術的に可能であることを確認すると

共に実施設計する際への指針を提示した。

(5) 
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第 2章気象及び海象条件の設定

浮体式の海上空港の可能性を検討する際には，一般

船舶や海洋構造物の差本計画を行う場合と同様に，浮

体が設置される海域における自然環境条件を十分調査

して適切な気象および海象条件を設定し，浮体の挙動

及び構造強度の面から機能性及び安全性が確保できる

ょうにすることが必要である。本章では，既存資料を

活用して浮体を設償する海域における自然環境条件を

設定することに関して記述する。

なお，海上空港を建設しようとする海域における自

然環境条件に関しては，既に航空局及び第 3港湾建設

局等において気象及び海象条件並びに地象条件等につ

いて調査を行なっている。したがって，これらの資料

を参考にして次の手法に甚づいて必要な自然環境条件

を設定する。

(1) 調査地点は，海上空港の候補地である泉州沖約 5

kmを中心とし， この地点に影響または関連する周辺

地区における観測統計値を墓礎にして理論的な解釈及

びシミュレーション計算による予測等を加えて検討す

る。

(2) 海象及び気象条件の設定値は，連用面を重要視し

た‘‘通常時”と，安全性を重要視した“閃常時”とに

区分する。通常時とは，稼動時における最大値（向い

風において航空機が離着陸可能と考えられる限界風速

25m/sに相当する状態）であり，また，稼動率やその

他の要件を検討するために年間を通じての累積度数率

に対応する値も含ませている。異常時とは，再現期間

を100年とした場合の仮想台風時である。

(3) 海上空港の長さが 5kmと長大であることを考慮

し，気象及び海象条件の時間的及び空間的な不均一性

についても検討して現段階で可能な限り実用的なもの

とする。

(4) 気象及び海象の各々の条件に対して値を設定する

と共に，これらが組み合わさった場合及び考えられる

人為的な外力との組み合わせについても検討すること

とする。

2.1 風 の 設定

設置予定地点周辺の気象の観測所の統計値より設置

予定地点における風速の予測を行い，これを甚本値と

して現在国の内外で研究報告されている各種の推算法

を参考にして設償予定地点における基本風速及び風向

(6) 

の推定を行うこととする。また，空港としての機能を

発揮し得る状態，すなわち稼動率を検討する資料とし

て風速の出現度数率を求める。さらに，年間最大風速

とは別に，台風について調査し，波浪推算の基礎とな

るモデル台風を設定して異常時の風速設定値について

検討を行うと共に，変動風についても調査し，不均一

外力を推定するための資料とする。

2.1.1 既存資料による検討

設置予定地点周辺の気象台及び測候所の観測資料に

ついて検討し，特に浮体の挙動に関係する風荷重を予

測するため，強風に関して風向及び風速の資料を収集

して統計的な整理を行い，既に報告されている諸資料

と比較することとする。

(1) 風の統計値

a) 観測資料の均質化

設置予定地点周辺の主要な気象観測所は大阪管区気

象台，神戸海罪気象台，和歌山地方気象台及び洲本測

候所等がある。なお，気象庁における気象観測値は非

常に古い時代からの資料が記録されているが，時代に

より風速の観測方法や統計処理手法の変更，または，

風速計の設償場所の変更等があり資料が不均質であ

る。したがって，これらを把握して資料を補正し，精

度のよい累計統計を求めることとする。

i) 観測法の変更

1939年以前は観測時前 20分間の平均風速を風速

として記録していた。これを現在の 10分間平均風

速に換算する必要がある。また， 1949年から 1960

年までの期間は，風速計の読取値が風洞実験公式に

よる係数で補正されているので，統計値としてはも

との実測値に戻す必要がある。

ii) 風速計の高度変更

風速計は地上からの高さによって風速が変わるた

め，風速計の高度変更による補正を行う必要があ

る。たとえば，大阪管区気象台は 1968年に大阪合

同庁舎の歴上に移設 (18.5mから 53.0mに）され

ている。

iii) 計測器の変更

1960年に従来採用していたロビンソン風速計 (4

杯）から 3杯風速計に切替えられ，さらに，現在は

プロペラ式風速計が採用されている。しかしなが

ら，これらの風速計は風の弱い場合には 1割程度の



差があるものの，風の強い場合には差が小さくなる

ので本調査の気象条件を設定する際の風速に関して

は，特に補正をしないこととする。

b) 調査地点の風速の推定法

調査地点における風速及び風向は周辺の観測地点に

おける値から次のような方法で推定することとする。

i) 調査地点付近の海岸における風速の推定

大阪管区気象台，洲本測候所及び和歌山地方気象

台の観測値並びに調査地点付近（岸和田）の観測値

の相関関係で換算係数を求め，これに墓づいて調査

地点付近の海岸における風速を推定する。

ii) 調査地点の風速

海上における風速を求める場合は，付近の海岸に

おける推定値を 17%増に補正することが本州四国

連絡橋耐風設計指針1)により提案されている。また，

Myers等により陸上風と海上風とについての風速比

が与えられているので，これらにより修正を行う。

iii) 調査地点の風向

風向については，最寄りの岸和田における観測値

を用いることで大差ないものとする。調査地点が位

置する大阪湾一帯は年間を通じて穏やかであり，季

節的には冬季は北西の季節風が卓越し，春及び秋季

は，北西あるいは北から北東の風が多い。夏季は而

から西の風が多く，次いで北から東の風であるが，

これは海陸風の影響が多いためと考えられる。

(2) 調査地点周辺の観測資料

a) 大阪管区気象台の資料

大阪管区気象台における観測資料2)は，非常に古く

明治 15年 2月 1日から観測が開始されている。調査

地点に最も近い観測所である関係上，予測の基本資料

と考えて統計値の調査分析を行った。この結果による

と，最大風速の記録は， 1934年 9月 21日における室

戸台風時の 42.0m/s となっているが， これら台風の

値を除くと冬季，特に 12月と 1月に強風が多く最大

風速 24.0m/sが記録されている。この季節風は，吹

速時間も長く構造物に対しての安全性に大きく影響を

及ぼすので甚本計両に際して十分考慮する必要がある

と思われる。

過去 50年間 (1932年～1977年）の強風の統計値

を分析してみると，大阪管区気象台においては 10~

15m/sの強風が季節を問わず年間を通して出現する

可能性がある。季節別では，やはり冬季の 12：月と 1

月が大きく，平均で 13m/s の風速が記録されている

が， 3月や 4月の春季にも同等の風速が記録されてい

7 

る。また，風向の頻度を見ると西から西南西の風が多

いことがわかる。さらに，この地域は台風の通り道と

なっていて，台風が特に 9月と 10月とに最も多いこ

とが分る。

b) 各観測地の観測資料

各観測地の過去 48年間における年間最大風速の統

計値8)を見ると各地の値には地形の起伏度，陸度，海

岸度，開放度及び走行等の因子により大きな差が生じ

ている。特に洲本観測所における統計値は各地の値よ

りも高い値を示している。統計的に見ると神戸油洋気

象台においては，四季を通じて主な風向が西寄りであ

り，強風が吹きにく<,強風が吹く季節は夏と冬に限

られている。洲本測候所においては，季節によって主

な風向はかなり異なるが西北西が多く，強風について

は夏季の南風を除くと北寄りの風が多いといえる。和

歌山地方気象台においては，強風は年間を通じ南寄り

の風が多い。

C) 調査地点に最も近い岸和田の資料

調査地点の気象条件を予測するには，調査地点に最

も近い観測地の資料を調査し，その結果に基づいて統

計的に分析する必要があるが，調査地点に最も近い泉

佐野市の熊取測候所はごく最近 (1976年 4月）設け

られたので，ここにおける観測資料は統計値として採

用することは適当でないと思われる。したがって，航

空局で調査された関西国際空港調査報告書「関西にお

ける気象調査」の中から，特に大阪湾コールシステム

岸和田の約 3年間 (1967年～1969年）の資料を採用す

ることとする。この観測地点における年間を通じての

強風の風速及び風向の出現度数率は表 2.1及び図 2.1

のようになっている。

d) 観測資料による累積度数率の推定

空港としての機能を発揮し得る状態，すなわち稼動

率を検討する資料として既存資料を整理して風速の累

積度数率を求める。設置予定地点における観測は昭和

53年 1月から開始されたところであり，その資料は

未だ利用できないので，第 3港湾建設局で調査された

大阪湾周辺の各地点の陸上観測資料を使用する。

観測期間は昭和 46年 1月 1日より昭和 50年 12月

31日までの 5年間で， 3時間ごとに風資料が得られて

いる。観測地点 31ケ所のうち，記録の状況，測得率

及び地形並びにその他の要素を勘案して 13ケ所の資

料を整理した。各点の風速は海面上 10mにおける基

準風速に修正している。また，地形による影響はカル

ザースの補正係数を用いて修正している。

(7) 
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表 2.1 岸和田における強風の風速及び風向出現度数率（年間）

鋭禍lj期間 ／967年 1月 ～1969年 I.],月

観損lj回数 .],,007 

風 速 (m/s) 

8.0 -10.8 l0.8 -l3.9 13.9-172 17.2 -20.8 20.8 -24.5 24.5 -28.5 28,5 • total 

N 1.00 0.50 0.25 0. 30 2.05 

NNE 4.09 1. 14 0,40 0 45 6.03 

NE 4. 19 l. 54 0.50 0.20 6.43 

ENE 2. 59 0.90 0. 15 0.45 4.09 

E 2.69 0.06 0.10 0. 15 3 54 

風 ESE l. 89 0.40 0.05 0. 4 5 2.79 

SE l. 64 0.45 0 10 0.40 0.05 2.64 

SSE 1. 44 0.45 0. 10 0.35 2.34 

s l. 74 0 25 0.20 0.25 2 44 

SSW 1.69 0.90 0. 25 0.05 2.89 

向 SW 3. 53 0.90 0. 20 0 3 5 0.05 5 03 

WSり 5.13 1. 54 0. 50 0. 3 5 7 52 

u 11. 26 4.83 1. 84 0.80 0.20 18.93 

HNu 10.66 4.68 2.24 l. 25 0 20 19.03 

NW 6.83 3.04 1. 29 0.80 11. 96 

NNW 1. 44 o.35 0.35 0.05 0. 05 2.24 

total 61. 84 22.47 8.52 6.65 o.so 0.05 100.00 

x 
100 

'~ 
80 

累

積

度

数 60

率

] } E 

40 

H 

20 

讐瓢期間 ／9ヽ 7年1月～ 1969年I.Z月

鑽欄回数 .Z,007 

図 2.1 岸和田における強風の風向出現度数率

（年間）

これら 13地点の平均風速及び淡輪と貝塚の無風を

も含めた測得風速の累積分布を求めると図 2.2のよう

になる。ただし，これらの資料には関西に台風が接近

した場合の観測値は省かれているので，一応通常時の

年間平均の風速分布と見倣すことができる。なお，淡

輪及び貝塚においては平穏な場合が多く，大阪洒岸全

体となると数地点が無風でもどこかで風が吹いている

と平均値としては平穏無風の回数が少なくなってい

(8) 

IO 15 20 25 30 

平 均 風 速 (m/e) 

図 2.2 昭和 46年～50年の 5年間における平均

風速の累積度数率

る。

(3) 既存資料の調査結果

風に関する既存資料を調査した結果から，調査地点

の風速は約 50m/sと推定され，強風の風向は西から

西北西の方向が最も多く 40%以上を占めている。な

ぉ，長期的な荷屯として取扱う通常時の風荷喧の推定

には，季節風等の強風頻度を考慮して 20~25m/sを

採用すれば十分であると考えられる。

年間を通じての各累積度数率の平均風速は，図 2.2

より次に示す値程度と見ることができる。



累積度数率 大阪湾岸平均 淡輪，貝塚

70% 5.0 m/s 3.8 m/s 

90% 7.2m/s 

95% 8.5 m/s 

2.1.2 基本風速の設定値の検討

(1) 墓本風速設定に対する条件

a) 耐用年数 (a)

橋梁と同じ 60年程度を仮定する。

b) 非超過確率 (q)

6.6 m/s 

7.8 m/s 

構造物の耐用年数が a 年間中の風速の最大値が，

再現期間 R年の期待値 (1/R)をこえない確率 (q)は

次式で与えられる。

R= 1 
1-q1/a 

非超過確率 (q)は，構造物の重要度，建設費，維持費

及び社会的条件等により定められるべきものである

が，現在のところ qを定量的に定めることは困難であ

る。したがって，再現期間 (R)の値は上式で求められ

る値で定めるほかないが，本州四国連絡橋では，その

重要性を考え，少くとも 100年以上にしたいとしてい

るので，海上空港の場合も同様に 100年以上とし耐用

年数を 60年と仮定すれば，非超過確率は

q=0.6 

となる。この時再現期間は 118年となる。

C) 風速の鉛直分布

地表または海面付近の風は，表面摩擦力の影響を受

けて乱れを伴うとともに風速が上層の風よりも減少す

る。風速の高度による変化の状態，すなわち風速の鉛

直分布に対しては，対数法則かべき法則が一般に用い

られている。ここでも，本州四国連絡橋技術調査委員

会の提案に従って，べき法則を採用する。すなわち，

風速の鉛直分布は

Uz=U10（盃）a

である。

ただし， Uz及び U10は高度 zm及び 10m におけ

る風速であり， a は分布形を定める指数で，草原及び

海岸地方に対したは 1/10~1/7の値が得られている。

海上風については実測値が少<,今後の観測によらね

ばならないが， a与1/7が一応の基準値と考えられて

いる。

d) 年間最大風速の再現期待値の計算

年間最大風速の統計的分布を求める方法は種々示さ

れているが， 一般的には Gumbel の栖値分布の方法

， 
(2重指数分布）が適用されている。

(2) 風速の換算係数の推定

調査地点における風の統計値がないので，周辺の観

測地点の資料との相関関係より換算係数を求め，これ

に埜づいて調査地点の風速を推定する。まず，岸和田

の観測資料を分析した結果，約 3年間と短期間ではあ

るが，月間最大風速値と大阪管区気象台の統計値との

相関関係を分析比較すると，年間平均 1.37の換麻係

数が得られる。この数値は短期間の統計値であるため

非常にバラッキがあり，真の換算係数値と考えるには

問題である。しかし，大阪管区気象台における観測デ

ータと築港分室における約 10年間の観測資料との換

算係数を求めると 1.26が得られる。岸和田付近では

冬季の季節風の影響は大阪築港に比べて強いため，岸

和田に対する換算係数の推定値との差は，地形因子等

を含めて比較すると大きな差異ではないといえる。ま

た年間最大風速による修正値についても，その換算係

数は 1.367となるので，換算係数として刀＝1.37を

採用した。なお，各観測所における風速計の設置場所

（高さ）が異なることによる修正換算係数は 1.215とし

た。

(3) 基本風速の推定

a) 年間最大風速の推定

各観測所の過去 49年間 (1929年～1977年）の年間

最大風速の統計値は実測資料であるので，基本風速を

推定するためには同一条件となるように補正均質化す

る必要がある。したがって，観測法及び高度変更（地

上 10m)による補正を行った各観測所における年間最

大風速の値を図 2.3に示す。同図における調査地点の

推定値は各観測値を分析補正した換算値である。

b) 風速の再現期待値の推定

再現期間 R 年における各観測所の風速の再現期待

値を求めると図 2.4のようになる。各値は再現期間と

年間最大風速の統計値と関連させて算出した期待値を

示したもので，構造物を設計する際の基本風速になる

と考えられる。この図からは調査地点における風速の

a=60, q=0.6の場合 (R=118年）の再現期待値は

40.4m/sとなるが，実際には海岸における値から海上

にある調査地点の値への補正を考慮する必要がある。

したがって，海岸における値より海上風の値への補正

係数を 1.17 とすると調査地点の基本風速は 42.27

m/sとなる。

C) 風速の設定値

以上の結果より異常時の基本風速は再現期間を 100

(9) 



10 

m/s 

50 

40 

洲本禰j候所

30 

20 

10 

1930 1940 1950 1960 1970 

図 2.3 地上 10mにおける年間最大風速
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図 2.4 各観測所における再現期間に対する最大

風速

年とすると同時に，日本は台風の来即が多いことを考

慮して 50m/s とし，通常時の荷屯を推定する場合の

平均年間最大風速は，前述の 25m/s を用いることと

する。

また，各出現度数率に対する平均風速は，大阪洒周

辺観測値のそれぞれを海上風の値に修正して，

70%累積度数率の風速は 5.85m/s 

90%累積度数率の風速は 8.42m/s 

95%累積度数率の風速は 9.94_m/s 

となる。

(10) 

2.1.3 モデル台風による風速等の検討

(1) 台風の経路と風速分布

日本に来製する台風の経路はいろいろあるが，近畿

地方に甚大な被害をもたらす台風のコースはおおむね

定まっており，それは四国沖から近畿地方を横断する

コースである。

台風の中心から 40kmぐらいまでの風速は中心から

の距離にほぼ比例する。一方，その外側における風速

はおおよそ距離に逆比例する。したがって，台風の最

大風速は中心から 40~50kmの内外と外域の境界付近

に現れる。しかし，台風内の風速分布は移動速度の影

響で台風の進行方向の右と左でかなりの差閃があるの

が普通である。

(2) モデル台風の設定

台風来艇時，構造物に作用する風荷重を推定してそ

の安全性を確認するため，さらに台風来艇時には大阪

涜内が最も流れて高波が発生すると考えられるため，

数種の標準的なモデル台風を設定し，その時の模様を

評価，解析してみることが必要と考えられる。ここで

は過去最大級といわれる室戸台風（中心気庄 910mb

台）を参考にして，台風の進路，移動速度，中心気圧

の減衰率，最大風速及び台風の半径を考慮分析してモ

デル台風を設定した。

a) 台風の進路

過去の台風の進路を参考に，分岐点を北緯 31° 付近

に選び，図 2.5及び図 2.6に示すような 4つの場合を

考える。

① 調査地点の北側（小豆島付近）を南西から北東

へ進むコース

R 調査地点の北側（淡路島西海岸上）を南西から

北東へ進むコース
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130° /JS" ／収00

図 2.5 モデル台風の進路

Q) 

格子点 ／7x.23 

格子1笥隔 3海里

I 3 6 ゚

図 2.6 モデル台風の進路

34t• 

③ 調査地点上を南西から北東へ進むコース

④ 調査地点の南側を南西から北東へ進むコース

なお，これまでの台風はほとんど②の進路をとってい

る。

b) 移動速度

通常台風は，本土に上陸すると速度をあげるが，上

陸する前は大略 20km/h程度であり，上陸後は大阪湾

を約 30km/hの速度で通過している。
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C) 中心気圧の減衰率

台風の中心気圧は移動速度と同様に上陸すると変化

し，やや高くなる。参考にした台風の中心気圧を調べ

た結果，大阪管区気象台で観測された中心気圧は954.4

mb, 四国上陸時室戸岬で観測した中心気圧は 911.9

mbであり，その平均値を調査地点付近における中心

気圧とすると 930mbとなる。

d) 最大風速

室戸台風来製時の大阪管区気象台における記録は最

大風速 42m/s,最大瞬間風速 60m/sとなっている。

ここでは，最大風速の値は台風圏内の風速が最大とな

る場所におけるかなり長い時間の平詢的な値を用いる

こととして 10分間平均最大風速を 50m/s 程度とし

た。

e) 台風の半径

台風の風速が 25m/s以上の暴風圏の半径（一般に

lOOOmb等圧線の半径）は過去，本土に上陸した台風

を参名にした 120kmと設定した。

2.1.4 変動風に関する調査及び検討

(1) 変動風の取り扱い

目然の風は時間的にみて，常に一定の風が吹いてい

るのではなく，たえず強くなったり弱くなったりして

いる。この風速変化を表現する一つの方法として，蚊

大瞬間風速と平均風速の比として定義される「ガスト

ファクター」が従来から一般によく用いられている。

ガストファクターは強風時には 1.5程度であるといわ

れている。

しかしながら，時間的及び空間的に見て，不規則に

変動している風の状態は単にガストファクターだけで

は表現できないため，電子計算機の普及とともに風の

変動を確率過程として販扱い，統計確率論的に変動風

の期待値を求めるという手法が一般化しつつある。す

なわち，一つ一つの風の変動記録は母集団からある確

率で偶然に販出された一つの標本であると考え，その

母集団の確率過程の性質を表す関数としてパワースペ

クトラムが用いられている。したがって，いま変動風

のパワースペクトラムが与えられると， Cartwright及

び Longuet-Higginsに従って最大値の期待値や周波数

の期待値が求められる。

(2) 変動風のパワースペクトラムとガストファクタ

変動風のパワースペクトラムとしては， Davenport6)

の実験式とそれを基礎として理論的考察を加えて改良

した日野7)のスペクトラムがある。それらは次の通り

(11) 



12 

である。

a) Davenportの式

fSu(f) 
=2K 

Xjy 

U1~。 (l+XJ)4/a

ここに

XD=1200― f 
U10 

高度 10mにおける 10分間平均風速

(m/s) 

高度 10mの風速で定義された表面摩擦

係数（水面では通常 0.003としている。）

周波数 (Hz)

U10: 

K:  

f
 b) 日野の式

Su(/)= O. 238予｛疇）］―5/6

ここに

炉＝6.0KU102

§ =1. 169 x lo-8(-
U1oa I Z ¥Zmaー1

咽 10)

高度 (m)

風速の鉛直方向分布のべき指数

m: 気層安定度によって定まる定数（暴風時

は m=2)

調査点の変動風のバワースペクトラムとして，上記

のいずれかの式が適するか判断するために，調査点に

比較的近い垂水における実測値8)（高度 12.4m) と，

これと同一条件で求めた Davenport並びに日野のパワ

ースペクトラムを比較すると図 2.7になる。この図よ

り垂水の実測値には日野の式より Davenportの式の方

が，全体的な傾向がよく一致している。また，この図

では， f<1/12 sec-1すなわち，変動周期が 12秒より

長い周波数領域においてパワースペクトラムの値は，

Davenportの式の方が日野の式より高い値を示してい

る。このことは，係留システムの特性にもよるが，一

般に係留浮体の水平運動の固有周期は十数秒であるの

で，変動風によって誘起される浮体の水平運動で比較

すると， Davenportの式の方がより厳しい条件を与え

ることになり，より安全側になると考えられる。以上

の2点から，変動風のパワースペクトラムとしては，

Davenportのスペクトラムを用いるのが適当と判断さ

れる。なお，最近公表された調査地点における変動風

の資料は， Davenportに近く，変動風の方向スペクト

ラムも土5％程度と非常に狭いので変動風の方向性は

考慮しなくてもよいと判断される。次に 100年台風に

z : 

a: 

エ

ネ

ル

ギ

ー

密

度

垂水における実測値

ー•一•一 Davenport

----―一日野

2 (m~/s) 

200 

100 

50 

20 

10 

1/120 

図 2.7

5/120 10/120 20/120 30/120 
(l/sec) 

周波数

変動風のバワースペクトラム

ついて変動風のパワースペクトラムの自乗平均値並び

にガストファクターを求めてみる。

i) バワースペクトラム

Davenportの式に U10=50m/s,

入し，

K=0.003を代

Su(f)= 
8640f 

(1 +576/2)4/3 

を得る。

ii) 自乗平均値

炉＝6.0KUi20=45(m/s)2 

V~=6.71 m/s 

ふ司Uio=0.134

iii) ガストファクター

ガストファクター (G)は Davenport9)等を参照し

て次式で求めた。

Umax=G0U10=(l+gご）仏。
0.5772 

g=J2 ln 辺~＋
心 lnンT

J;= [~~ f2Su(f)df /¥：ふ(f)df]1;2 

T: 平均時間

ンの分子の積分は岡内ら°に従い被積分関数に風速

計の周波数応答関数の自乗を掛けて求め， T=600秒

として計算すると，匹＝0.456,g=3.52及び G=l.47

(12) 



を得る。 したがって瞬間最大風速は Umax=G•U10= 

73.5m/sとなる。

(3) 自然風の水平面内における相関

自然風の風速には，上記のパワースペクトラムで表

現されるような時間的変動だけでなく，空間的な変動

も存在する。したがって，空港のような巨大構造物で

は，全体に一様な最大瞬間風速が作用するとは考えら

れないので，風による力を

推定する場合には空間的変 陀

動の影響を考慮する必要が

あると思われる。そのため

には任意の 2点における変

動風速の相関すなわちクロ

ススペクトラムが必要であ

る。

右図のような 2点 P1及

び P2における変動風速を u
 

'— 

P1 

y
 

X 

u（孔μ,t), u（叩，μ,t)とし，そのパワースペクトラム

を S1,1(/), S2,2(/) として， クロススペクトラムを

S2,1(/)と書くことにすれば， coherency関数は，汗(/)

=I S2,1(/)ド／Sぃ（/)・S2,2(/)である，この場合，各点に

おける風速の時間的変動は確率過程としては同ーであ

ると考えてよいから

Sぃ(/)=S2,2(/)= Su(/) 

ここでは Su(/)は風速変動のパワースペクトラム

である。したがって

外豆＝IS2,1(/) I/Su(/) 

を得る。クロススペクトラムを

S2, 1(/)= Su(/)• Ru(Xi，叩，μ，I)

(Ru（ふ，叩，μ，f)は無次元クロススペクトラム）

と書けば

外充n=IRu(X1，叩，μ,f)I

となる。すなわち，無次元クロススペクトラムの絶対

値は coherency関数の半方根に等しいということにな

る。

Cramer10), Davenport11) 及び塩谷12)らによれば，

μ=tr/2に対して， R凸，叫，冗／2,/)は実数であって

叫幻1，叫，享t)=exp(-k旦五―0四 1)
のように表わされる。ここで， Kは定数であり，塩谷

の里浦観測所における実測によれば， k=2~8とされ

ている。また， Davenportは吊橋の不規則振動解析に

対して k=7を提案しており，本州四国連絡橋におい

てもこの値を採用している。したがって，ここでも K
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=7を用いることとする。

μ=0の場合も同様に考えれば

品（エ2,X2,0,/)=exp{-k1 
flx1-x2I 

U10 

+ik2 
f（の1一叩）

u10} 

と書け，如については塩谷が如＝5.13という値を得

ているが，如については定説らしいものはないようで

ある。そこで，とりあえず，テーラーの乱れの凍結に

関する仮説U)に従い， k1=0としておく。

以上より，水平面内の 2点における変動風速の無次

元クロススペクトラムとして，

R(x1，必，μ,f)u=exp{-7 f|X1ー叫 cosμ

U10 

+5.13i 
f（エ1一叫） sinμ

u10}  

を得る。したがって coherency関数の平方根は

亭乃＝exp(-7_Ljぉ賃。icos μ) 

となる。

2.2 波浪の設定

2.2.1 既存資料による検討

内海の波浪の予測は，季節風及び低気圧等によるも

のと台風によるものとに分けて考えるのが一般的であ

る。波浪予測を行う場には長期の観測資料に基づくこ

とが望ましいが，空港設置予定地点における観測は昭

和53年 1月から開始されたために短期の資料である。

したがって，この資料は他の方法によった推算値の検

証に用いることとする。波浪推算としては，①風が

長時間吹き統いたと仮定して定常風からの波浪推算，

②第 3港湾建設局が実施した昭和 46年 1月から 50

年 12月までの大阪湾周辺の風速の観測値をもとにし

た通常時の波浪推算，③過去，大阪湾に大被害をも

たらした台風時の避泊船舶が目視観測した波高を基に

した台風時の推定波浪図及び④台風時の有義波法に

よる大阪湾沿岸の波浪推算等の資料を用いて行った。

(1) 通常時の波浪

風を基にした波浪の推算手法は種々の手法がある

が，夫々の手法による推算結果には若干の相違が見受

けられる。そこで， M.Darbyshireの推算手法を川鍋

ら15)が修正した図から，定常風に対する有義波高及び

平均波周期を求めた結果を表 2.2に示す。なお， 10分

間平均最大風速 25rn/s は，定常風に換算すると風速

(13) 
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表 2.2 泉南における定常風に対する有義波

高と平均波周期

平遠均風 ーば閲
定 風 向

嘗 E H s 
風 H 1 / 3 Tw H113 Tw H 1 / 3 Tw 

12.50 IO mis 0,25 m 2,5 sec 0.8 り．5 0.25 2.5 

18.75 15 0.50 3,0 1, 4 5,5 0，り〇 3,0 

25,00 20 0,75 3,5 2,4 6.5 0.75 3.5 

31,25 25 1, 00 り．o 3.2 7.0 1.00 4,0 

20m/sに相当する。表 2.2から一番厳しい波浪条件は

酉風の場合で，有義波高が 2.4m,平均波周期が 6.5

secである。この値を平均年間最大の波浪条件として

設定することとする。

また， 平均年間で累積度数率が 70%, 90% 及び

95%に対する有義波高及び平灼波周期は， 2.1.2の

(3)の C)において設定した風速の累積度数率の値を

用いて， SBM法に近似させた WILSONの式に基づい

て求めた波浪推算図16)から読み取った。その結果を，

四季及び風向別にして表 2.3に示す。

表 2.3 四季の風向別有義波高と平均波固期
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一方，昭和 53年 1月より空港設置予定地点におい

て気象及び海象の毎時観測が行われている。その 1ケ

月分が月報として公表17)されているのでその資料から

1日24回の観測結果の中で 10分間平均の最大風速値

と，その時の最大波高を用いて風速と波高との関係を

図示すると図 2.8となる。なお，図中の回帰曲線は，

Hmax=0.034U1.5+0.36 (U;風速 m/s)

の関係式より求めた曲線である。また，最大波高が起

録された時の風向は，数例を除き全て西寄りの風向で

ある。そして，最大波高から有義波高への算定は計測

時間が 10分間では波数が大略 100波程度であるので，

Hmax=l.6•H1;s の関係を用いて，表 2.2 の西風の場

合の波高を換算して図中にRで示した。

この図から，本調査において設定した波浪の妥当性

が確忍された。

(14) 

憾

2
 

岩

k

赳

4 m 

3
 

測値

〇表 J...2の西風の場合の換算値

°。 10 15 20 25 (m/sec) 

I 0分間平均風速

図 2.8 最大波高の実測値と設定値との比較

(2) 異常時の波浪

大阪湾が最も流れるのは台風時であり，来製した台

風としては室戸台風及びジェーン台風等がある。近

年で資料が比較的整理されている台風として，台風

6420,台風 6523及び台風 6619がある。これらの台

風では波によって沿岸並びに避泊船舶に大きな被古を

図 2.9 台風 6420号， 6523号及び 6619号の経路



図 2.10 台風 6523号の時間毎の波高分布

与えたが，その台風の経路を図 2.9に示す。また，台

風時の波高分布の目安として台風 6523の波浪につい

て湾内の避泊船舶の目視観測結果を埜にして推定した

結果を図 2.10に示す16)0

また台風時の波浪について，第 3港湾建設局と港湾

技術研究所とによる大阪湾波浪の統計的推算について

の合田18)の概誂がある。それには過去の台風時の天気

図を用いて大阪湾内に発生する風波と湾外に発生する

波の数値計算を実施し，波の特性を求めている。そし

て，計算した台風は室戸台風 (1934年）から台風 6731

号 (1967年）に至る 45台風で，その中には大阪湾に

影響を及ぼしたほとんど総ての台風が網羅されてい

る。その推算結果を表 2.4に示す。なお，波浪の計算

法は井島の台風域の浅海波の数値計算法である。これ

によると台風時の湾内における波浪分布は 4つの型に

分類されている。そこで，これを基に各台風の泉出に

おける波高を推算した結果を表 2.4の右欄に示す。泉

南について台風時の波浪の確率波高を推定すると，有
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図 2.11 巽常時の波高予測
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効統計年数が 33年で換算波高を含めて 2.0m以上の

波高を表 2.4から拾い，合田らが実施したのと同じ方

法で置点した結果が図 2.11である。この図より泉南

において，再現期間が 50年及び 100年の台風に対す

る有義波高 (H11a)は，約 4.lm及び 4.6mとなる。

2.2.2 波スペクトラムに関する検討

2.2.1において有義波高及び平均波周期が設定され

たが，その値を用いて空港設置地点における波スペク

トラムを設定することにする。一般に波スペクトラム

を表示する式は種々提唱されているが大阪湾で実測し

た波スペクトラムと比較検討し，本調査において適用

する波スペクトラムの表示式を設定する。

スペクトラムを表示する方法としては，スペクトラ

ム法の波浪シミュレーショソ計算，風速と吹送距離等

から推定する方法並びに他の手法で得た波高と周期を

用いて推定する方法等がある。

その中で，波高と周期とを用いてスペクトラムを表

示する方法としては，次に示す式が一般によく用いら

れている。

(1) I.S.S.C. （国際船体構造委員会）の標準波スペ

クトラム19)

S(f)＝0.11H汀v(Tv•f)-5 exp {-0.44/(Tv•f)り

ここで， Hv及び Tv は観測した波高と周期であ

り，波高は有義波高 (H1;a)を用い，周期はスペクトラ

ムの 0次と 1次モーメントから求まるれを推薦して

いる。

(2) Bretschneiderー光易の波スペクトラム20)

S(f)=0.43（かJsexp {-0.675（か］
ここで， Iiは平均波高で 0.625H1;aで， Tは平均

波周期である。

(3) JONSWAPのスペクトラム21)

風速と吹送距離とで求めるスペクトラムとしては，

北海合同観測資料を用いて求めた JONSWAPのスペ

クトラムがある。

ag2 (5  / f ¥-4 
S(f)＝（2冗）~exp{―乳£)ド

xexp {-（f-f叩）2

26和 2 } 

ここで， a=0.076X-0・22

X=Xg／い （X は吹送距離， Uは風速）
～ 

fm=3.5gx-o.33/U （スペクトラムのビー

ク周波数）

r=3.3 （平均値）

(15) 
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表 2.4 計算した台風の諸値と大阪湾内発生波の推算結果

神戸での蚊大値 絡沿岸での蚊大値
波尚分• 誓進行速度

台風名 進行方向
Rmin AP 

向 Vr) (km) (mb) 

6734 NE 54 156 66 

6718 NE 18 132 27 
6626 NNE 66 266 66 
6624 NE 65 -26 18 

6619 NE 39 -120 23 

6524 NE 53 160 49 
6523 NNE 60 -so 64 

6515 NNE 45 -312 43 

6420 NE 61 -78 45 
6414 NE 29 -107 27 

6309 NW 23 -386 32 

6303 NNE 62 -119 20 
6214 N 36 102 48 

6213 ENE 36 -69 12 

6207 NNE 15 67 32 
第 NE 51 26 27 
6016 NNE 44 -124 45 

6012 NNE 30 -63 20 

6011 NNW 18 -138 2り

5916 ENE 49 32 24 

伊勢湾 NNE 63 81 96 
5906 NE 32 61 46 
5817 NE 29 56 45 

5710 NE 45 55 25 
5612 NNE 62 -436 68 

5609 NE 39 -287 56 

5526 NE 61 96 30 

洞爺丸 NNE 98 -175 50 

5り12 N 39 -388 52 

5405 NE 22 -20 35 
5313 NNE 39 143 88 
5202 NE 61 133 44 
ルース NE 62 -189 40 
キジア NNE 44 -333 56 

ジエーン NNE 50 10 65 
4906 NNW ， 85 12 

4707 NNE 17 167 22 
阿久根 NE 38 -169 23 

枕崎 NE 62 -161 78 

4420 NNE 48 158 58 
4416 NE 51 -102 47 
4217 NNE 51 -71 23 

4114 NNE 39 -158 55 
4102 NE 59 94 25 
室戸 NE 66 18 66 

。｛f叫のとき 0.07

fm>fのとき 0.09 

である。

r。 H 
(km) (m) 

116 0,8 

46 0.4 

55 なし

44 2.3 

52 1.8 

156 0.8 

43 4.4 

42 0、9

55 3,3 

60 2,1 

126 1.0 

48 1, 8 

79 なし

100 1.6 

72 0、7

37 2,1 

45 2.4 

50 2,3 

63 1.5 

108 1, 3 

74 なし

100 1.5 

65 1.3 

81 2,7 

136 2,0 

199 3,0 
63 0,6 

40 2,8 

119 1.6 

50 2.3 

55 0,9 

51 0.5 

83 2,3 

69 1.5 

44 2.3 

69 なし

99 なし

38 1.1 
60 3,3 

102 なし

39 2,6 

31 2.0 

30 1、7

95 0,3 

35 2.1 

(4) JONSWAPの波高と周期とによる波スペクト

ラム22)

(16) 

T 
(seC) 

3,1 

2,5 

なし

5.4 
4,4 

3,1 
6,8 

3.6 

6.0 

4.7 

3,5 

4,5 

なし

4,5 

3.0 

4,5 
5,2 

4.9 

4,1 
3,8 

なし

4、3

3.9 

5,6 

4,9 

5.7 
2.9 

5.3 
4.4 
5.2 

3,2 

2,7 
5,0 

4,5 
5,3 

なし

なし

3,7 

6.1 

なし

5,3 
4,6 

4.6 
1.9 
5,0 

波向

ENE 

ENE 

なし

SW 

SW 

ENE 

SW 

s 
SW 

SW 

ESE 

SW 

なし

SW 

ENE 

E 

s 
SW 

SSW 

SE 

なし

ESE 

ENE 

SW 
s 

SSW 

ESE 

SW 

s 
SSW 

ENE 

E 
SW 

s 
SW 

なし

なし

SW 

SW 

なし

SW 

SW 

SSE 

E 
ESE 

H T ＾ 泉
(m) (sec) 

波向 地点 布の型
邑

2,3 5.0 H 岸和田 m 2.3 

1, 2 4,0 NW 泉佐野 IlI 

1, 0 3,8 H 岸和田 五エ

2,9 5.7 WSW 東神戸 m 2,9 
l, 9 4,5 NNE 西須磨 lI 

2,2 5,0 WSW 南大阪 m 2.2 

4.4 6,8 SW 神戸 I 2,9 

1, 0 3.7 N 垂水 エ［

3,7 6,2 SW 西宮 正 2.4 
2,1 5,3 SSW 垂水 I 

1.1 3.8 ESE 垂水 I 

1.9 4.4 SW 西須磨 II 

2,0 4.8 WS¥{ 南堺
工江 2,0 

1.9 5,0 WSW 大阪 lI 

2.8 4,8 WNW 泉佐野 m 2,8 

3.4 6,5 WSW 大阪 五r 3,4 

2.7 5, 7 s 垂水 I 

2,3 4.9 SW 西須磨 JI 

1, 6 4.6 SSW 垂水 工

1, 3 4.1 SE 西須磨 I 

2,6 5.3 HSH 泉佐野 m 2,6 

2,0 5,0 E 岩屋 工江 2.0 

2.4 5,3 H 岸和田 m 2,4 

2, 7 5.6 SW 神戸 lI 

2,2 5,2 SSW 垂水 I 

3,1 5,3 SSW 西須磨 Il 2.0 
1.8 4.7 H 岸和田 m 
2,8 5,5 SW 尼崎 I 

1.8 4、8 s 垂水 工

2,8 5.5 WSW 尼崎 II 

3.1 6,4 NNW 友ケ島 nェ 3.1 

1.5 4.2 NW 泉佐野 m 
2,4 5,1 SW 東神戸 ll 

1.6 4,6 s 垂水 I 

3,2 6.0 WSW 大阪 ェ 3.2 
0.9 3,0 HNH 岸和田 工江

1.1 4.1 N 友ケ島 工江

1, 1 3,8 SW 東神戸 lI 

3,4 6,2 SSW 垂水 I 2.2 

2,2 4.8 WSW 南大阪 工 2,2 

2.7 5,6 WSW 大阪 Iエ

2,0 4.4 SW 西須磨 l 

2,1 4,8 SSE 垂水 I 

1.7 4,6 H 泉佐野 m 

3.4 5.7 w 岸和田 五r 3,4 

S(f)＝aH1213exp {-i(Tp•I)一4}r 
Ttf5 

(Tp•/-1)2 
x exp {- 262 } 

ここで， r，(]は (3)JONSWAPの式と同じ値で
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m2•sec 
10 

H113 = 2,4m 

」
)
S

0 0.05 0.10 0,15 0.20 0.25 0,30 0.35 Hz 

周波数

図 2.12 各種波スペクトラムの比較

あり， a=0.166,H1/aは有義波高， Tpはスペクトラ

ムのピークの周期である。

これらの 4つの表示式について有義波高が 2.4mで

平均波周期が 6.5秒について波スペクトラムを比較す

ると図 2.12となる。その図中の 5つのスペクトラム

は次の通りである。

B-M 

I.S.S.C.-1 

I.S.S.C.-II 

Bretschneider—光易で

ii =0.625H1;s, t 
I.S.S.C.の波スペクトラムで

Hv=H1;s, Tv=T 

I.S.S.C.の波スペクトラムで

Hv=H11s, Tv=0.9T 

JONSWAP-I : (3)の JONSWAPの波スペクト

ラムで U=20m/s, X=35km, 

H=1.9m 

JONSWAP-II: (4)の JONSWAPの波スペクト

ラムで H1/3,Tp=1.1T 

この図から， I.S.S.C.-II と Bretschneider—光易との

波スペクトラムは，当然の結果であるが，よく一致し

ている。それは，表示式が同型であるためである。ま

た， JONSWAPの波スペクトラムは他のスペクトラ

ムよりも高い値を示すと同時に狭帯域にニネルギー密

度が分布していることが判る。

そこで，大阪湾内における実測波スペクトラムを用

いて各波スペクトラムの表示式との比較を行って本調

査研究に用いる波スペクトラムを検討する。

まず，大阪府立大学が吊り下げ式の波高計で大阪湾

における波を実測した波スペクトラムを図 2.13の a)

及び b)に実線で示し，第 3港湾建設局がステップ式

の波高計で神戸港の観測塔において実測した波スペク

トラムを図 2.13の C)及び d)に実線で示す。これ

0,6 

4
 ．
 ゚

(

」

）

S

0,2 

m2・sec 

」
)
S

0.6 

0,4 

0,2 

al 1967.12.8 

0.2 0.4 Hz 
周波数

実測値
---ISSC エI

-----B -ll 

-•一•-JON8WAP エ［

C) 1975,2,21 

b) 1970,1.30 

m2•sec 

0.6 

且0,4

0:2 

m 2.sec 

3.0 

．゚
 

2
 

(

」

）

S

1.0 

＂^ 

0,2 0,4 Hz 

周波数

0 0,2 0,4 Hz 
罵波数

図 2.13 大阪湾内における実測波スペクトラム

らの波スペクトラムは前者が T。の波周期で，後者が

T11aの波周期の波スペクトラムである。

これに対して Tv=0.9Tにした I.S.S.C.の波スペ

クトラムを破線で， Bretschneider—光易の波スペクトラ

ムを点線で， Tp=l.lTの JONSWAPの波スペクト

ラムを一点破線で図 2.13に示すと，実測した波スペ

クトラムは I.S.S.C.-II 及び Bretschneider—光易の波

スペクトラムとよく一致していることが判る。

したがって，本調五研究に用いる波スペクトラムは，

調査地点が湾内で浅海城であること及び土木や港湾関

係においてよく適用している Bretschneider—光易の波

スペクトラムに近いことが望ましいこと等を考慮して

Tv=0.9Tにした I.S.S.C. の標準波スペクトラムの

表示式を通常時の波スペクトラムに適用することとす

る。

つぎに，異常時の波スペクトラムの表示式を検討す

るために詳細は 2.2.3において述べるスペクトラム法

による台風シミュレーション計罪によって得られた一

次元の波スペクトラムを図 2.14に折線で示す。それ

に対して I.S.S.C. の標準波スペクトラムの表示式に

有義波高 (H11a)が 4.6m,波周期 (T1)が 9.6秒を

用いて Tv=T1にて求めた波スペクトラムの結果を実

線で示す。

(17) 
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2 

40 
m・・sec 

30 

゜
2
 

(

」

）

S

10 

゜゚
0,05 0,10 

周

0,15 

波

図 2.14

台 風 進 路 ⑫ 

―I―̂-［ 

数

0,20 0,25 Hz 

台風シミュレーショソによる波浪推算

スペクトラム

その結果， シミュレーショソ結果と I.S.S.C. の椋

準波スペクトラムとはよく一致していることが判る。

なお， I.S.S.C.の 1964年報によると種々の Tvの推

算法に対して T1を用いることを推せんしている。

したがって，異常時の波スペクトラムは， I.S.S.C. 

の標準波スペクトラムの表示式に Tv=T1を代入した

ものを適用することとする。

なお，実際海面の波浪は，長波頂不規則波ではなく，

短波頂不規則波に近いので， 2次元スペクトラムを導

入することが必要となる。

2次元スペクトラム s(f,O)は次式で甚き表わされ

る。

s(f, O)=s(/)•D(O) 

ここで， D（O)は主波向と成分波の進行方向とがな

す角で，『 D(O)dO=lである。
―" 

この方向関数 (D(O))については，いくつかの提案

があるが，浮体空港の設置地点の地形を考慮すると1hl

時に，モデル台風シミュレーション結果を考慮して深

海城においてよく用いられている余弦の 2乗ではな

く，本調査においては方向関数 (D(O)) を次式のよう

に設定することとした。

D(O)＝土{cos長『
2.2.3 モデル台風による波浪のシミュレーション

計算

2.1.3で設定したモデル台風について，台風通過時

の波浪をスペクトラム法によるシミュレーション計算

で推定した。

(1) モデル台風

台風の進路，移動速度及び最大風速を第 2室戸台風

を参考にして下記のように設定した。

(18) 

進路，計算範囲及び格子間齢：図 2.5及び図 2.6

移動速度：本州上陸前北行成分 20km/h

本州上陸後北行成分 30km/h

蚊大風速： 40m/sec一定 (10分間平功最大 50m/sec 

に対応）
ー＞

風速分布： IVl=IVs+VAI
一►

ここで， V は風のベクトル，
―≫ 

Vsは風の対称成分ベクトル，
→ 
VAは台風の移動速度ベクトルである。

対称成分風速モデル：高橋のモデル26)

(2) スペクトラム法によるシミュレーション計算

設置地点に影響を与える海域全体に格子点網を設定

し，各格子点の時々刻々の風向及び風速を入力として

各周波数及び各方向の成分波がどの様に発生し，成長

し，伝播し，そして減衰するかを推算する27),28)。波浪

の発生成長過程におけるスペクトラム {s(f,t)} は次

式により計算する。

ds 

dt 
=A(f, V)+B(f, V)s 

ここで fは周波数， V は風速である。

伝播中のスペクトラムの減衰は次式による。

Sd=So[e-0心・f4]KC/Je)

ただし， Sdは減衰後のスペクトラム， Soは減衰前

のスペクトラム， S切は＼叫S。dt (0:方向）であ

る。

叶算は外洋と内海の 2段階に分けて行なった。外洋

の計算は内海の計算の境界条件を求めるためである。

出力は空港設置地点の各時刻における 2次元スペクト

ラム（周波数及び方向の関数）及び，内海格子点の各

時刻の有義波高，ゼロクロス平均波周期及び波の主方

向である。シミュレーション計窮は図 2.5及び図 2.6

に示す 4ケースについて実施した。その計算結果の

内，設置点の蚊大の有義波高 (H1;a), その時の波周期

及び波の主方向を表 2.5に示す。また，進路②につい

ては，波， 風及び 2次元波浪スペクトラムを図 2.15

表 2.5 設置予定地点における有

義波高，平均波周期及び

主波向

ケース1進路
義波高芯周蘭主波向

定常風速） （Hl/3ml I <Tsecl I (deg) 

(i)40 I 3.4 I s.o I 240 
② 40 I 4. s I 9. o I 21;0 
CD I 40 I 3.2 I 7.s I 240 
R I 40 I 1,9 I 6,2 I 240 



台風の進路 ⑫ 

波向

図 2.15 モデル台風のシミュレーション計算に

よる大阪洒の有義波高

台風の進路 ② 

叫 最大風述 :om/sec
:、 1i；辺波高が紋大ヘ

゜

グ＼
図 2.16 モデル台風のシミュレーション計算に

よる大阪湾の風向

及び図 2.16及び図 2.17に示す。この場合の最大の

有義波高，その時の周期及び主方向は

波翡 (H1;3): 4.6 m 

波周期 (T): 9.0 sec (T1=9.6 sec) 

Ti= ~S(f)df l~S(f)•f df 

主波向： 240° 

である。

台凧進路 ② 

最大風速 I/- m/• 
0時間

.2 ／ 0 ° 

n 
ー S(f,O)
6 

.20 

I go° 

図 2.17 2次元波スペクトラム

2.2.4 波浪の設定

19 

90° 

I.20° 

2.2.1から 2.2.3までの検討結果から通常時におけ

る 10分間平均最大風速を 25m/s（定常風の 20m/s

に相当）及び異常時を 50m/s（定常時の 40m/sに相

当）とした場合の有義波高，平均波周期及び波向を表

2.6に示すように設定した。

表 2.6 波浪の設定

有鶉波高

l通常時 l異常時

(Hl/3lm .． 2.4 ' ． 4.6 

平均波周期 (Tlsec 6,5 9,6 (Tl) 

主 波 向 deg. 270 240 

なお，閃常時の値は，再現期間 100年に相当する台

風時の波である。

上記の値を用いて，波スペクトラムを求める場合，

2.2.2 において述べたように， Bretschneider—光易の波

スペクトラムと同じにするために次のように波周期を

設定して I.S.S.C.椋準波スペクトラムの式に代入す

る。

通常時 Tv=0.9T (Tは表 2.6の6.5秒）

閃常時 Tv=T1 (T1は表 2.6の9.6秒）

また，通常時の累積度数率が 70,90及び 95%に

対する有義波高及び平均波周期は表 2.7に示す値であ

る。なお，最大波高 (Hmax)は 1/1,000最大期待値を

適用するものとして有義値の 2倍とする。

なお，昭和 53年 1月より空港設置予定地点での気

象及び海象の観測が実施されているが，現在までに入

(19) 
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表 2.7 累積度数率に対する有義波高及び

平均波周期

: 了胃
Direction 

手できた昭和 53年 1月から 9月までの波浪の観測資

料を整理し， 2.2.1で実施した大阪湾周辺の風速の毎

時観測値から推算した推定波高と比較した。その結果

によると， ここで設定した波浪の累積度数 70, 90, 

95%に対する値は有義波高で比較して，現地の毎時

観測の累積と，日最大値の累積値の中間よりやや日最

大値に近い値となっており，表 2.7に示した設定波高

の値がほぼ妥当であることを確認した。

2.3 潮流，高潮及び津波の設定

2.3.1 既存資料による検討

(1) 潮位

土木学会の海岸保全施設設計便覧29)の潮位表による

と 1967年の常態潮位及び 1930年前後から 1967年ま

での高極潮位と低極潮位が示されている。したがっ

て，これを引用し，潮位表基準面を雰とした表示法で

大阪湾内における潮位を求めた結果を表 2.8に示す。

表 2.8 大阪湾内の潮位

醐位表の基準面からの耳さ

T.P 平均 11i1 位一—
m 11 rm 

貨潮位 (A) r・潮 1立(B)
い~ A -B 高窪潮位 仮極潮位

(ml! (m)I (m) 

0.901 I 0.959 11 1.631 I o.040 I 1.591 11 2.869 I -0,631 

0.785 I 0.934 11 1.639 I 0,007 I 1.632 11 3,174 I -1.816 

0,802 I 0.916 11 1.578 I -0.003 I 1.581 11 2,926 I -0.924 

0.752 I o.866 II 1.り92 I 0.011 I 1.481 II 2,948 I -0,692 

この表から設置予定地点における潮位を求めると次に

示す値が求められる。

朔望平均満潮位：

朔望平均千潮位：

高極潮位：

低極潮位：

(2) 潮流

海上保安庁の大阪湾潮流図80)には，明石海峡の最強

時の潮流速度が 4.2kt の場合に対する湾内各地点に

おける流速を与えている。それによると設置予定地点

における流向及び流速は図 2.18のようになる。した

がって，明石海峡における最強時の流速が推定できれ

ば，この図により設置予定地点における流速を次に示

1.63m 

0.03m 

2.97m 

-l.03m 
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図 2.18 潮流の流速及び流向

（明石海峡における最強時の流速 4.2kt 

の場合）

す関係式を用いて求めることができる。

設置予定地点の流速

＝明石海峡流速 x図2.18の流速+4.2kt 

(3) 潮汐

海上保安庁の潮汐表81)には，明石海峡における最強

時流速の年間の値が示されているので，この地点での

年間の累積頻度を調べた結果を図 2.19に示す。この

図 2.19

東流

爪t

速流

ヌ西流
100 100 % 

累

積

度 5o| : l i/l! 1 !|! ！I印

数

率

°。 -2 4 
流速

明石海峡における最強時流速の年間累

積度数率

図から，明石海峡における流速の累積頻度が 70%,

90%及び 95%に対する西流及び東流の流速を求める

と，

累積頻度西流最強時流速東流最強時流速

70% 4. 35 kt 3. 90 kt 

90% 5. 65 kt 4. 55 kt 

95% 6.15 kt 4. 85 kt 

となる。そして，最大最強時の流速を求めると，西流

時に 6.9kt,東流時に 5.5ktとなる。

(4) 商潮

大阪湾の高潮については気象庁技術報告82)において

検討がなされている。その資料の中から設置予定地点

において最大偏差を与える台風として伊勢湾台風を室

戸台風の経路にのせた場合の結果を図 2.20に示す。

この図から設置予定地点における高潮を求めると，

(20) 
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設置予定地点における高潮の計算値

（伊勢湾台風が室戸台風の経路をとった

場合）
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時刻
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高潮最大偏差： 1.70m 

高潮最小偏差： ー0.60m

北流最強潮流速度： 1.50 kt 

南流最強潮流速度： 0.30 kt 

となる。なお，北流，南流の定義は，海上空港の滑走

路に沿って北方向に流れる流速を北流といい，その逆

で南方向に流れる流速を南流ということにする。

2.3.2 潮位，潮流の設定

(1) 通常時における潮位と潮流

通常時の潮位としては天文潮による値を用いて，

2.3.1の（1)において求めた潮位を用いて

朔望平均満潮位 1.63m 

朔望平均干潮位 0.03m 

とする。

潮流速度については， 2.3.1の (3)で求めた明石海

域における流速を（2)で示した手法を用いて設置予定

地点における流速を求めると

北流最強時流速

0.49 kt 最大値

累積頻度

70% 0. 31 kt 0.56 kt 

90% 0.40 kt 0.65 kt 

95% 0.44 kt 0.69 kt 

となる。なお，流向は，ほとんどの場合海岸線に沿っ

て流れている。

(2) 界常時における潮位と潮流

高潮とi車波はいづれもまれに起こる現象であるか

南流最強時流速

0. 79 kt 
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ら，同時には起こらないと考えられる。津波について

は別途検討することにし，ここでは高潮のみを検討す

る。

一般に，設計時の最大潮位は，次式により算出でき

る。

最大潮位 (Hmax)＝朔望平均満潮位 (HHwL)

＋高潮最大偏差 (Hs)

川上等33)は天文潮と気象潮の重ね合わせを検討し，

神戸港の異常高潮位超過発生確率を示しているが，そ

れによると再現期間を 100年とした場合の最大潮位は

3.55~3.60mとなっている。一方， 神戸港では朔望

平均満潮位は 1.58mであり，高潮最大偏差は，伊勢

湾台風を室戸台風の経路にのせた場合に 2.00mであ

るから，この値から神戸港における最大潮位を求める

と， 3.58m となる。この値と川上等の値と対比させ

ると最大潮位は再現期間が大略 100年の値に対応して

いることが判る。

この値を用いて設置予定地点における再現期間が，

100年の場合の最大潮位を求めると大略 3.33mとな

る。なお，潮位の最小値は，最大潮位を求める手法に

準拠し，次式で求められる。

最小潮位 (Hmin)＝朔望平均干潮位 (HLwL)

高潮最小偏位 (Hs)

上式で最小潮位を求めるとー0.57mとなる。一方，

既往低極潮位は一1.03mであるので，最小潮位とし

てはこの値を用いることとする。したがって，流速は，

潮流と高潮との爪ね合せについては，重ね合せに関す

る適当な賢料がないので，若干過大評価になると思わ

れるが，通常時の潮流の最大値に児常時の高潮の最強

流速を単純に加え合せて流速の最大値を算出すること

とし，北流の最大流速が 2.0kt(0.49kt+l.50kt), 

南流の最大流速が 1.1kt(0.79kt+0.30kt) となる。

その結果から閃常時の流速は海岸に平行な方向に 2.0

ktと考えれば十分であるといえる。なお，この流れと

直角方向の流速も若干存在するので，同様な手法で求

めると，約 0.3ktである。

(3) 潮位，潮流の設定

以上の結果から，設懺予定地点における本調査研究

に用いる潮位及び潮流を設定すると表 2.9のようにな

る。

2.3.3 津波に関する調査・検討

津波の予測に関しては，三陸海岸における被害予測

の研究報告34)があるが，大阪湾における系統的資料は

不足している。したがって，中村35)，和達36)及び羽鳥37)

(21) 
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表 2.9 潮位及び潮流の設定値

潮流速 度 (kt)
潮 位 (m)

X 方 向 Y 方向

最大値 0,79 朔望平均潰珊位
通

1.63 

常
累積7度0数%率

゜
朔望0,平03均干潮位

0.56 

時
90% 0.65 
95% 0.69 

異
2,0 0,3 

最大潮位
最大値 3. 33 

常

時 最小潮位

-1,03 

等の資料をもとに大阪湾に侵入する代表的津波の特徴

を調べると共に，その中の一例について数値計算によ

り湾内の津波を求める。そして，設置予定地点におけ

る津波の設定を試みることとする。

(1) 過去の津波

過去に日本列島をおそった津波の年表85),86)がある。

その資料から大阪湾に顕著な被害を与えた津波は，南

海トラフに沿って発生する津波マグニチュード (M)

が 3以上の津波であるといえる。そこで東経 132°~

137゚ に震源をもつような津波を抽出すると 684年～

1970年に 8回発生しており，その平均間隔は約 160

年である。また，中村35)によると，大阪誘に影響した

近地津波の再現期間は津波マグニチュードが 3に対し

て 76~175年となっている。

羽烏87)は 1707年， 1854年， 1944年及び 1946年の

津波の波源域の比較を行ない，紀伊半島沖に震源をも

つ津波の波源のパターンがほぼ同じになることを示し

ている。また，津波年表によると紀伊半島沖の地震の

震源は定点発生的な特徴をもっていることもわかる。

なお，中村によれば，遠地津波の危険性は近地津波

よりかなり小さいといっている。

(2) 南海道地震津波と宝永の津波

以上の調査の結果から，紀伊半島沖に震源をもち大

阪湾にとって代表的津波で海底変動の資料88)のある南

海道地震津波 (1946年）を取り上げ，大阪湾内の津波

を推算してみる。

計算手法は，断層モデルから波源での波形を求め，

室戸岬と潮の岬を結ぶ線上から大阪洒奥までを津波の

進行方向に対して直角に切った 18の矩形セグメント

に分割し，各セグメント間の接続には Lambの方法

を用い，紀淡海峡での適当なエネルギー損失を加味

する方法をとることとする。以上の計算手法を用いて

設置予定地点における水位と流速とを求めた結果を図

(22) 
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図 2.21 南海道津波による設置予定地点に

おける水位及び流速の計算値
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図 2.22 南海道津波による大阪湾

内における水位

2.21に示す。 また， 和達36)が大阪湾内の水位を実測

した値（黒丸印）があり，その値と今回推算した値（破

線）を比較したものが図 2.22である。この図から，

実測値を尊重すれば，推算値を 0.5倍すれば大略一致

することが判る。

また，羽烏37)によれば，過去最大級の津波といわれ

る宝永の津波 (1707年）の紀伊半島西岸から四国東岸

での平灼波高は，南海道地震津波の 1.8倍にあたるこ

とを示している。したがって，宝永の津波に対する設

置予定地点における水位と流速は，図 2.21の値を和

達の資料で修正 (0.5倍）した後 1.8倍すれば求める

ことができる。

(3) 津波の設定

図 2.21に示す波形に見られるように，津波の基本

的周期は 20~30分程度であるといえる。また，チリ

地震津波の周期は 50~60分であるといわれている。

一方，浮体の挙動の固有周期は，すべて 20秒以下

である。したがって，津波は津波による浮体の周波数

応答を考慮せずに，津波の水位変動を潮位に，津波の

伝播速度を流速に加算すればよいと思われる。

以上の結果から，津波の再現期間を 80~100年とす

ると，南海道地震による津波を考えればよいことにな
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り，津波は，

最大潮位 0.57m 

最大流速 〇．78kt 

であるといえる。

もしも，過去最大級の津波を考えるならば，宝永の

津波を用いればよく，その時の津波は，

最大潮位 1.02m 

最大流速 1. 41 kt 

である。

天文潮及びこれによる潮流と津波とによる潮位と潮

流の糾み合わせを考える場合，約 100年の再現期間を

もつ南海道地震津波級を考えればよいと考えられる

が，現実に宝永の津波が発生しているので津波として

は宝永の津波を用いるべきであると考える。

したがって，天文潮等と糾み合わせる場合に，高潮

に対して行なった方法と同様な方法を用いれば，津波

の異常値として

最大潮位＝1.63m+l.02 m=2.65 m 

最大潮流速＝0.49kt+l.41kt=l.9kt 

を用いればよいことになる。

2.4 不均ーな自然環境条件の設定

風及び波の変動を論ずる場合，ある地点に着目した

時系列で考える方法と， 2次元的な広がりを持つ広域

の不均一性で考える方法とがある。前者を動的不均一

とすれば，後者は静的な不灼ーといえる。したがって，

前節までは，風及び波のスペクトラムを導入した時系

列的な販り扱いを行ってきたので，ここでは静的な場

所による不均ーに対する検討を行うことにする。

2.4.1 既存資料による調査及び検討

一般に風や波が広域の不均一性を最も強く示すの

は，台風の中心から最大風速が発生する間の渦の部分

であるといえる。したがって，最大風速と台風の中心

からの距離が推定できればよい。その推定法としては

ウィルソンの方法等があり，その手法を用いて洋上作

業などのために予測した推算波翡分布の例を図 2.23

に示す。この図から台風の中心位置及びその進行方向

と波高分布との関係がよくわかるし，距離に対する波

高差の程度も判る。しかしながら，場所による不ビ）一

という目的で観測された既存の資料は極めて少ない

が，波については，前述した台風 6420号及び台風 6523

号に対する避泊船舶の目視観測結果から求めた大阪湾

内の波高分布図や川鍋が推定した瀬戸内海東部波浪予

測図がある。
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図 2.24 大阪誘内のプロック割り

そこで，図 2.24に示すように大阪湾を 10kmx 10 

kmのブロックで分割し， このブロックで海上空港の

主滑走路及び補助滑走路の長さ方向 (AB及び CD)

に 5km及び 4kmの距離で発生する波高差の最大値

を読み取ると共に夫々の浮体の中心からの距離が変化

した場合の差の変化も読みとった。その代表的な例を

表 2.10及び表 2.11に示す。この表から，設置予定

地点における波高の不灼一性は他のブロックと比較し

て不灼一性が低いといえる。また，各滑走路の中心か

らの距離と波高差を図 2.25及び図 2.26に示す。こ

の図から， AB方向の不均ーは，台風の場合及び低気

(23) 
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表 2.10 台風時のブロック内波高差及び空

港中心からの距離による波高差

プロック

及び距離

^ 1 

A 2 
A 3 

A 9 

A 5 

1l l 

B 2 
B 3 

B 4 

B 5 

C l 

C 2 
C 3 

cヽ
C 5 

頃a卓 ”涵C3柄Skm“km 
/Okm 7km 
.J.Okm//I-km 

（台風 6420号， 0.5h, 観測値に

よる等波高線より）

^ B 方向 C D 方向

最大彼高差 低位波高 変化年 最大楓高差 低位披高 変化峯

(m) (m) （＊） (Ill) (m) (，，，) 

゜
4.0 

゜
0.8 4,0 20, 0 

0.5 3.5 lり．2 1,0 3.0 33,3 
1.0 3,0 33.3 1,0 3,0 33.3 

0.3 6,0 5,0 
0.3 5.5 5,5 0,8 4,0 20.0 
1,0 4,0 25、O 0、8 4,0 20,0 

0, 3 5.0 6.0 
1.0 4,0 25,0 1,0 4,0 25.0 

゜
1. o り．o り．o

゜
25.0 

0.1 1.8 3.9 3.8 2,6 り7.3
0.4 2.7 3.6 3,0 11、1 90.0 

表 2.11 低気庄によるプロック内波高差及

プロツク

及び距離

^ l 

A 2 

^ s 

‘̂ 
A 5 

B l 

B 2 
B 3 

B 、
B 5 

C l 

C 2 
C 3 

C・ 、
C 6 

か月” 穀ム9方向CD加.J"km,j<km 
/Okm 7km 
,20km /¥km 

び空港中心からの距離による波高

差

（瀬戸内海東部波浪予想図より W
25 m/s) 

A B 方向 C D 方向

最大波高差 低位波高 変化凜 最大披高た 低位波高 変化来

(m) (m) ('1,) (Ill) (..) （鴨）

0.15 2.9 5.2 0.8 2,5 32.0 
0.2 3.2 6,3 0.5 3.0 16,7 

0.1 q,o 2.5 0,5 3,0 16.7 
0.3 2,5 12.0 0,4 2,2 18.2 
0.2 2,5 8,0 0.5 1,0 50.0 
0,3 2.0 15,0 0.5 2,0 25,0 
0,2 2,5 8,0 0.5 2,0 25.0 

゜
2,5 

゜
0.9 2.2 り1,0

0,1 2.3 4.3 0.6 l.3 り6.l 
0,2 1, 4 14.3 0,7 1.0 70,0 
U,> I;o 30.u 0,う J.,U っu.u
0,2 1.1 18.2 0,5 1,0 50,0 

゜
1.2 

゜
0.5 1,0 50,0 

゜
1,0 

゜
0.3 1.0 30.0 

゜
l,2 

゜
0,2 1,0 20,0 

0,2 0,3 6.7 0.3 2、8 10.7 
0,3 2, 7 10,3 0,8 2,7 29,6 
1. 5 2.5 60,0 1,5 2,5 50,0 

圧の場合ともに比較的低く， 5km 程度の距離に対し

ては 6~8%程度であり， CD方向の不均ーは， 4km

の距離に対して台風時に 15~50%，低気圧時に 10~

40% と変化する幅も大きいことが判る。そこで， CD

方向の波高の変化率を低位波高について示したものが

図 2.27である。この図から一般的に波高が低い所で

不均一度が高い傾向を示し，特に西及び南の風による

波の場合に波高が低くても変化率が高いことから，設

置予定地点においては風の方向の不均一度が波の不均

ーを生じさせる大きな要素になっていることが判る。

(24) 
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2.4.2 数値シミュレーション計算による不均一の

計算

障害物のない大洋では単純に Wilsonの方法などで

推算した図 2.23でも十分であるが，大阪湾内につい

表 2.12 モデル台風シミュレーショソによ

るブロック内風速差の最大値

(R-45シミュレーションの例）

プロック A B 方向 C D 方向

及び距煤 綬大凧；心差 低位I~、仕 変化穿と 最大lj(速差 低位尺；屯 変化宅

(m/s) (m/s) (i) <mis) (m/s) (.,) 

A l 1.6 38 り，2

゜
38 

゜A 2 1.6 42 3,8 

゜
り2

゜A 3 

゜
り2

゜
2,り 41 5.8 

A • 2.0 36 5,6 1.0 36 2,8 
A 5 l, 8 3り 5.3 1, 0 34 3,0 
B 1 2,6 36 7,2 2,り 38 6,3 
B 2 2.0 36 5,6 3.0 35 8,6 
B 3 2,0 38 5,3 4.0 36 11.l 
B 4 2,8 37 7.6 1.7 36 A ̀  7 
B 5 2.0 茄 5,9 l, 0 34 2.9 
C l 4.0 34 11.8 2.o 28 7, l 
C 2 2.0 28 7.1 2,0 3C 6, 7 

C 3 2,0 30 6,7 り，0 30 13.3 

C • 5,0 32 15,6 1.8 30 6,0 

C 5 2.0 32 6.3 1.0 茄 2.9 

ガ且・表点 ・D方向C"万向
Jkm ~km 1. A 39 3,6 

゜
39 

゜/Oklll 7klll 2.7 38 7.1 0.4 38 1.0 
JO km / fl.km 3.2 40 8.0 0,6 39 1.5 

表 2.13 モデル台風シミュレーションによ

るブロック内波高差の最大値

（②-45シミュレーションの例）

プロック A B 方向 C D 方向

及び距雌 最大波；；；差 低位波高 変化写 最大波高差 低位波高 変化亭

(m) (m) (¥&) (m) (m) （各）

A l 0.5 5,0 10,0 

゜
5.0 

゜A 2 

゜
5.0 

゜
0.3 5.0 6,0 

A 3 

゜
5.0 

゜
0,3 5,0 6,0 

A < 0,5 5.0 10,0 0,8 5.0 16.0 

A 5 2.5 り．5 55、5 2,5 4.5 55.5 
B l 1.0 6,5 16,6 1, 3 6.5 20.0 
B 2 0.8 6.5 12,3 1.5 6.0 25.0 
B 3 0,5 6,0 8,3 0,5 6,0 8.3 
B 4 1.5 6.0 25,0 1,7 6.0 28.3 
B 5 2,0 5,5 36,4 2.0 5,5 36.4 
C l 0.7 6,0 11.7 l. o 6.5 15,3 
C 2 0,7 6,5 10,8 1,2 6,0 20,0 
C 3 0,8 6,5 12,3 0,8 6.5 12,3 
C 4 1.0 6.0 16.7 1.0 6,0 16.7 
C 5 0.8 5,0 16,0 0,8 5.0 16.0 

か且校点 I•I1B0方k皿向CD訥
“KIll 

゜
4,5 

゜゜
り，5

゜7km 0.3 り、5 6.6 0,5 4.5 11.0 

/ltklD 0,5 4,5 11.0 0,5 4、5 11.0 
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ては風速や波高が地形に左右される度合が強く，特に

周囲が囲まれた湾内では台風が来襲するまでの時間的

経過及び通過時の影響をみることが必要である。そこ

で2.2.3で述べたモデル台風のシミュレーション結果

をそのまま活用し， 2.4.1と同様にブロック毎に風速

差及び波高差を読み取った例を表 2.12及び表 2.13に

示し，各ケースの距離による変化率を図 2.28及び図

2.29に示す。これらの結果からは，前述の 2.4.1と

同様な傾向が得られたが，波高の変化率は多少小さい

値を示している。

り0t 
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による波高変化率

2.4.3 不均ーな自然環境条件の設定

前述の台風観測値や低気圧に対する推算値及びモデ

ル台風のシミュレーション結果から等風速線及び等波

高線を用いて不均一性を求めた結果を整理すると，次

の通りである。

項 方 距
変化率(%)

I Iモデル台風目 向 離 台風観測値低気庄推算シミュレー
ション

風
AB  5km 6.6 4.0 

速 CD 4km 
MAX.16.0 

5.0 
7.0 

波 AB 5km 6.0 8.0 5.0 

尚， CD 4km 15.0~50.0 10.0~40.0 15.0 

(25) 
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これらの値から風速変化率はモデル台風シミュレー

ション結果だけではあるが， AB方向及び CD方向と

も大略一致しているが，波高変化率は方向により差が

認められる。なお，モデル台風の推算では最大波高時

(t=O)をとっており，変化率 15%は図 2.27の波高

が高い場合の波高変化率と大略一致している。したが

って，不均ーな自然環境条件としては，次のように設

定することとした。

方向
及び範囲

風

変化率（％）

速 I波高

AB方向 5km
全城

4.0 8.0 

c 波高 3.0m
D 以下

5.0 I 50.0 

方
向波高 3.0m

4km 以上 5.0 I 20.0 

2.5 外力の組み合わせに関する検討

前節までは，気象及び海象条件の各々の設定に関し

て検討したが，外力としては，その外力に地霞，船舶

の衝突及び航空機の堕落等の人為的な外力が考えられ

る。これらの外力が単独に加わる場合と屯ね合わせで

加わる場合とが考えられる。そこで本節では安全性の

見地から，どの程度の外力の糾み合わせが妥‘りである

かを検討することとした。

2.5.1 気象及び海象と地震との組み合わせ

(1) 泉州沖で考慮すべき地震の頻度

過去の地震調査結果から，地質学的な特徴を加味し，

泉州沖では遠距離海洋型，中距離内陸型及び近距離型

の 3種類の地震を考慮する必要がある。

遠距離海洋型は，南海道沖，東南海道沖でマグニチ

ュード (M)8以上の大地震が 100年～300年おきに

発生しており， M7未満の中小規模地震は殆んど記録

されていない。なお，この型の地震の発生によって大

阪湾に津波が発生している。

中距離内陸型は，遠距離海洋型に比較して発生頻度

が多いが，規模は大きくな <,1899年～1954年の間

に M 7.6が記録されているのが最高である。

近距離型は殆んど記録がないが，和歌山近辺に M5

程度の地震が， 1927年～1930年に 3回，明石海峡に

M 6.3が 1916年の記録として残っている。

これらの地震記録の発生頻度を次の 2つの場合に分

(26) 

けて整理してみる。

Case A: マグニチュードの大小にかかわらず一律

に 1876年～1975年の 100年間の統計値

を用いる。

Case B: マグニチュードの大小により， M~8.5,

700 年 (1276 年～ 1975 年）， 8.0~M~

1.0, 300年 (1676年～1975年）及び M

く7.00,100年 (1876年～1975年）の

3つに分類して集計する。

この 2つの場合についてマグニチュードに対し，震

央よりの距離（r)別に集計した結果を図 2.30に示
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図 2.30 地震発生頻度

す。この図から，地震について大略次のように要約で

きる。

a) 大規模地震の発生する南海道沖や東南海道沖を合

め距離が 150~175kmの地城では，考慮年数 100年

間に発生する最大規模のマグニチュードは CaseA 

の場合に M 8.2程度， CaseBの場合に M 7.8程

度と予測される。

b) 中規模地震の多発する距離が 75km付近の地域で

は考慮年数 100年間に 1回発生する最大規模のマグ

ニチュードは CaseA の場合に M7.6程度， Case

Bの場合に M 7.0程度と予測される。

C) 泉州沖付近における近距離地震の最大規模は 6.3

程度と予測されるが，空港直下に M 5以上の地震

が発生する確率は極めて小さいと考えられる。

(2) 、i侮象及び気象と地震との糾み合わせ

大阪誇周辺の海上風の観測値より，累積度数率 95%

の平均風速は 2.1.2において示したように 9.94m/s

であるので， lOm/s以上の平均風速の発生確率は 5%

である。今 100年に 1回の最大規模の地震の確率を

PE,風の発生確率を Pw とすれば，地震と風との組



み合わせ確率は P=PwxPEで求められ，時間率で求

めると 10-10のオーダとなり， lOm/s以上の風速と地

震との組み合わせを考慮する必要がないといえる。な

ぉ，地震の継続時間は 25sec程度であるとした。ま

た，津波は地震と時間恙があり，同時重ね合わせの必

要がなく，発生確率も地震と同等と考えてもよいとい

える。

2.5.2 船舶の衝突と気象及び海象との組み合わせ

海上空港と陸地との間には一種の海峡を形成する。

船舶が海峡を通過する時，バソクサクションや操船に

関する誤操作，天候，機関故障及び操舵装置の故障等

により，側壁に衝突，座礁及び船同志の衝突事故等が

発生する。船同志の衝突は火災発生等空港に間接的な

影響があるが，ここでは直接的な影響のある船舶の海

上空港への衝突を検討する。

(1) 船舶の衝突（座礁）確率

船舶が海峡を通過する時の幾何学的な衝突確率につ

いては Buffon'sNeedle Problemとして取扱われる。

今停止距離 (T)の船が，幅 (C)の海峡を通過すると

き船舶が側壁に衝突あるいは座礁する確率 (P0)は，
4T 

冗C
一ーであらわされる。 T.Macduff39)はこの式を英仏

海峡の航行分離前と後に適用し，次の取扱いをしてい

る。式の Tは船の大きさ及び船速によって異なるが，

VLCC級には船長の 20倍をとり， 1967年 6月の航

行分離以前の英仏海峡に適用した結果， 100隻航行す

れば 13隻が座礁することになった。しかしながら，

1967年 6月以前の 5年間の実績は通過船 550,000隻

で座礁船 11隻であり，実際の座礁確率 (PRG)は極端

に低い値であった。そこで， causationprobability (Po) 

を用いると PRG は PBG=PG•Po となり，英仏海峡の

実績値 (E)を用いると Poは大略 0.000155となる。

今空港と陸地との距離を 5kmとし， 3,000G/Tの

貨物船がこの間を航行するものとする。船の長さ 90

m, MCR 3,500PS, 船速 (Vs)13 ktsとすると逆転

停止距離は 520m(T/L与5.8)と推定される。そこで，

T=7.O, L=630mと仮定すれば， p邸は 0.0000248

となる。海上空港側だけを考えるとその 1/2であり，

更に， ドルフィンに衝突する確率はドルフィン延長さ

と空港の長さの比を乗じたものになり， ドルフィンに

衝突する確率 (PRGD)は 1.82xlo-6程度となる。こ

れを日の通過頻度にすると， 10ships/dayの場合に

150.5年に 1回の衝突， 20ships/day の場合に 75.26

年に 1回の衝突及び 100ships/dayの場合に 15.0年

に1回の衝突となる。実際はどの程度の通過量を見込
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めばよいかわからないが，航行規制を行えば 20ships/ 

dayを超えることはないと思われる。

次に海上空港の大阪湾側への衝突を考えると設置予

定地点の水深を 20mとし，航行可能の最大船舶を

DW  9万トソ程度，対岸までの距離を 25km と仮定

して同様の算定を行えば衝突の確率は求められる。ま

た，台風時に碇泊中の船が走錨などで標流し衝突する

ことも考えられるが，航行船舶の航路規制及び碇泊規

制等を行えば，台風針路と設置予定地点の風上に大型

船の泊地がないこと，このような長距離走錨の例がな

いことなどから，本調査では海上空港の大阪湾側への

衝突は考慮しなくてもよいと考えられる。

(2) 船舶の衝突と気象及び海象との糾み合わせ

以下，衝突確率と気象及び海象との糾み合わせを検

討してみる。

G/T 3,000トソ程度の船舶が， 1紐のドルフィンに

衝突する確率は 1日に 20隻の通過鼠と仮定して 75.3

年に 1回程度である。ドルフィンが破損して復旧する

までに 15日間を要すると仮定し，その期間に紐み合

わされる海象及び気象の確率を求めてみる。

平均風速 lOm/s以上の状態に曝される確率は

2. 73 X 10-5 

平均風速 16m/s以上の状態に曝される確率は

1.09 X 10-6 

であり，台風が大阪湾を通過する頻度を年 2回，最も

強い影響を受ける 3時間を時間と仮定すれば，確率は

3. 73X 10-7となる。

以上の結果からドルフィンが一糾損傷して機能を果

さない状態での海象及び気象として，平均風速 16m/s

まで考えればよく，台風を考える必要はないといえる

が，より安全性を考慮して平拘風速 25m/s で検討を

行なえば十分であるといえる。

2.5.3 航空機の墜落と気象・海象との組み合わせ

(1) 航空機が海上空港に墜落する頻度

航空機が飛行場近辺に墜落する確率については米国

航空事故統計40)を用いると表 2.14が得られる。

表 2.14 航空機の衝突事故統計

-8 
Ppobabi Ii ty <xlO"I of Fatal crash oer Square mi le 

DIStonce from end |-_Pe_rAじcr(J_f-tMovement 
of Runwoy (milesI Generol AViati而丁厨s.Alr carlr | US N/UShe | USAF 

2 -3 

り～ 5 

6.2 

3,8 

0,96 

0,68 

I. I 

0. 31 O.o 

(27) 
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表 2.15 気象・海象条件の墓本設定値

二
略

風 向
記 風速

波 向
号 (m/S) 

累積度数率 70* Nl 5.85 

通 I/ 90鳴 N2 8.42 全方向
I 

I1 95嗚 N3 9.94 
［ 

常 横風餃大 N4 16.00 230゚

乎均年間最大 N 5 25.00 270° 

離 着 陸 N6 25.00 270° 

｀ 
時ー夜間駐憬

N7 25.00 270° 

100年 台 風 Al 5.00 240 ゚

異
地 震

A-A-t2 J I ! -99-..994 4 -

常 津
全方向

波

船舶衛突 A4 25.00 270 ゚

時
航空隈嗜落 AS 25.00 270 ゚

なお，墜落事故頻度は空港の立地条件等が要因とな

り空港によってその頻度が異なる。そこで，航空機の

空港への墜落事故頻度の概略値を求めてみる。標準と

して表 2.14の距離 O~lMileで U.S.Air Carrier 

に対する頻度 (16.7 x 10-8/Sq •Mile/Movement)，発沿

回数 (260,000回I年）及び空港を中心から 2分した面

積 (5,000m x 840 m x 1/2与0.8Sq-Mile) を用いて航

空機が空港に墜落する確率を求めると 34.7 X 10-3/年

となる。

(2) 航空機墜落と気象・海象との組み合わせ

航空機の発盾は 25m/s の風（正面風）まで行わ

れ，それ以上の風速では発着は行なわれないと仮定す

れば，組み合わせの可能性は航空機の空港への墜落の

確率と 25m/s の風が発生する確率との積となり，

0.000174/年 (Pcrach• Pwzs = 0. 034 7 x O. 005)の確率で

組み合わせを検討する必要がある。

2.6 自然環境条件の設定

前節までにおいて海上空港の設置予定地点における

空港として稼動している状態の通常時並びに台風や地

震等が来製している状態の異常時に対する気象及び海

象条件の設定並びにそれらの組み合わせについて検討

し，本調査研究に用いる自然環境条件をまとめると表

2.15に示す通りになる。

なお，海上空港の可能性を検討する際には，自然環

境条件として表 2.15を用いると共に， 2.1.4において

検討した変動風及び 2.4.3において検討した風や波の

不均ーを考慮することが必要であるが，その具体的な

(28) 

波 潮 流
傭 考

有義波高 波周期 速度 方向

Hl /3(m T(sec kt （付加ナベき外力）

0.45 3. 1 0.56 230 ゚

0.75 3.9 0.65 230° 

1.00 4.2 0.69 230° 

l. 30 5.0 0.80 230° 

2.40 6. 5 0.80 230° 

2.40 6.5 0.80 230° 
離着陸時の衝突荷重を

2.40 6.5 0.80 230° 
ぃ生工、iの移動荷重を加

4.60 9.6 02..030 0 ；謬
潮流＋高潮

浮体に直角方向

1.00 4.2 0.69 230° 

1.00 4.2 1.90 230° 潮流十津波による流速

2.40 6. 5 0,80 230° 船舶の衝突荀重

2.40 6.5 0.80 230° 琢落による衝撃荷重

取扱いについては後章において述べることにする。
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